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本研究は，日本の地域内産業連関表の推計に適したLQ法による推計フローを確立することを目的とす

る．産業連関表は，地域経済循環を把握するうえで重要なデータであるが，市町村表を作成している自治

体は限定的である．地域内表推計の代表的手法としてLQ法が知られているが，LQ法の推計フローには

様々な種類が存在し，各手法の精度検証は十分になされていない．また，LQ法で重要なパラメータであ

る特化係数には様々な算出方法が提案されているが，それらの精度比較は十分ではない．本研究は，都道

府県産業連関表をテストデータとして，非競争移輸入型表への変換および行方向のバランス調整の有効性

を示した．さらに，SLQ法・DSLQ法・CILQ法・RLQ法・FLQ法のなかで，FLQ法が最も推計精度が高い

手法であることを確認した． 

 

Key Words : input-output tables, non-survey methods, LQ methods 

 

 

1. はじめに 

2020年度からの 5か年を対象として策定された第 2期

まち・ひと・しごと創生総合戦略では，地域経済の活性

化（基本目標 1）や持続可能な開発目標（SDGs）の理念

に基づく地方創生SDGs（横断的な目標2）の実現が重要

課題として掲げられている．また，近年，データ分析に

基づく EBPM（Evidence Based Policy Making，証拠に基づ

く政策立案）の実現が求められており，地域経済評価に

おいても統計データの活用が進められている． 

地域経済循環やその持続可能性を把握するうえで重要

な役割を果たすデータとして，産業連関表が知られてお

り 1)，国や都道府県は，現在，約 5年に 1度，産業連関

表を作成している．一方で，市町村表を作成・公開して

いる自治体は限定的であり 2)，市町村表を作成するため

の公的マニュアルも作成されていない 3)． 

産業連関表の作成手法は，大まかに，サーベイ法およ

びノンサーベイ法に大別される．このうち，サーベイ法

は，商品流通調査などの特別調査を用いる手法であり，

都道府県表の作成手法などがこれにあたる．一方で，ノ

ンサーベイ法は，既存データのみを扱う手法であり，サ

ーベイ法と比べて低コストであるという利点がある 3)．

実際，環境省 4)や法政大学日本統計研究所 5)による全国

市町村を対象とした地域内産業連関表の作成事例では，

いずれもノンサーベイ法が用いられている 6)． 

ノンサーベイ法の一種である LQ（location quotient，特

化係数）法は，ノンサーベイ法のなかで最もよく用いら

れる手法であり，土井ら 7)，朝日 8)，長谷川ら 9)および藤

本 10)などの国内事例がある．一方で，これらの適用事例

には，推計フロー間での相違点が随所に見受けられ，そ

れに伴う推計精度への影響については十分に検証されて

いない．また，LQ 法において重要なパラメータとなる

特化係数には，様々な算出方法が提案されているが，国

内では，特化係数間の精度比較が十分行われていない． 

そこで，本研究では，LQ 法による日本の地域内産業

連関表推計における課題を整理する．さらに，2015年の

47 都道府県の産業連関表（一部の都道府県で 2011 年表

を使用）をテストデータとして精度検証を行い，国内の

産業連関表に適したLQ法の推計フローを確立する．  
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2. LQ法による産業連関表推計・検証内容 

(1) ノンサーベイ法の目的 

産業連関表には，市場で流通する商品（財・サービス）

の供給源が対象地域内外のどちらであるかを区別しない

競争移輸入型産業連関表（表-1）と，それらを区別する

非競争移輸入型産業連関表（表-2）が存在する． 

日本では，競争移輸入型表が作成されることが一般的

であるため，経済波及効果の測定では，通常，式(1)に

示す移輸入を内生化した開放型のレオンチェフ逆行列𝐿

が用いられる．式(1)より，経済波及効果の推計精度は，

投入係数（行列）𝐴および移輸入係数（の対角行列）𝑀̂

の精度に依存することがわかる 7)． 

𝐿 = [𝐼 − (𝐼 − 𝑀̂)𝐴]
−1

,

𝐼:単位行列

𝐴:投入係数行列

𝑀̂:移輸入係数の対角行列

(1) 

ノンサーベイ法では，推計対象地域の投入係数として，

当該地域を含む基準地域の投入係数が流用されることが

多いたとえば 7), 8)．一方で，基準地域内での地域間交易は，

基準表の移出入に含まれないため，地域間交易を含めた

移輸入係数の推計がノンサーベイ法において最も重要な

手続きとなる． 

 

(2) LQ法の概要 

ノンサーベイ法のなかでも最もよく用いられる LQ法

は，産業集積度を表す特化係数を用いて，地域間交易を

推計する手法である 11)．LQ法では，通常，式(2)より推

計対象地域𝑟・行部門産業𝑖・列部門産業𝑗の地域投入係

数𝑎𝑖𝑗
𝑟 を算出する．ここで，地域投入係数とは，推計対

象地域の生産額に占める域内からの中間投入額の割合を

示す係数である．式(2)より，特化係数𝐿𝑄𝑖𝑗が 1 未満の

場合には，推計対象地域は移輸入依存的であるとされ，

地域投入係数𝑎𝑖𝑗
𝑟 が基準地域の投入係数𝐴𝑖𝑗より小さくな

る． 

𝑎𝑖𝑗
𝑟 = min(1, 𝐿𝑄𝑖𝑗) 𝐴𝑖𝑗 ,

𝐴𝑖𝑗 :基準地域の投入係数

𝐿𝑄𝑖𝑗 :特化係数

(2) 

もともと，LQ 法は，非競争移輸入型表を対象とした

推計手法であるが，日本では，競争移輸入型表のまま

LQ法が適用されることが少なくないたとえば7), 8)．そのため，

非競争移輸入型表と競争移輸入型表で投入係数の定義が

異なることに注意する必要がある．非競争移輸入型表お

よび競争移輸入型における投入係数𝐴𝑖𝑗は，それぞれ，

式(3)および式(4)と定義される． 

 

𝐴𝑖𝑗 =
𝑋𝑖𝑗

𝑟

𝑋𝑗

(3) 

𝐴𝑖𝑗 =
𝑋𝑖𝑗

𝑋𝑗

(4) 

式(3)の非競争移輸入型表の投入係数は，移輸入相当

分が含まれないため，式(2)は，特化係数𝐿𝑄𝑖𝑗を用いて，

基準地域の投入係数から地域間交易による移入相当分を

差し引く処理を行っていると解釈することができる．一

方で，日本で一般的な式(4)の競争移輸入型表の投入係

数には，基準地域外からの移輸入相当分が含まれている

ため，同様の解釈を与えることは困難である． 

式(2)より，域外産業𝑖から域内産業𝑗への地域間交易

による移入額は，式(5)により算出される． 

[1 − min(1, 𝐿𝑄𝑖𝑗)]𝐴𝑖𝑗𝑥𝑗 ,

𝑥𝑗 :推計対象地域の生産額
(5) 

また，非競争移輸入型表および競争移輸入型の最終需

要購入係数𝐶𝑖𝑗は，投入係数と同様に，それぞれ，式(6)

および式(7)と定義される． 

𝐶𝑖𝑗 =
𝐹𝑖𝑗

𝑟

𝐹𝑗

(6) 

𝐶𝑖𝑗 =
𝐹𝑖𝑗

𝐹𝑗

(7) 

地域最終需要購入係数は，地域投入係数と同様に，式

(8)より算出され，域外産業𝑖から域内最終需要部門𝑗へ

の地域間交易による移入額は，式(9)より算出される．

ただし，特化係数は，通常，産業に対してのみ算出され

るため，式(8)および式(9)の特化係数𝐿𝑄𝑖は，行部門産

業𝑖別に設定される． 

𝑐𝑖𝑗
𝑟 = min(1, 𝐿𝑄𝑖) 𝐶𝑖𝑗 (8) 

[1 − min(1, 𝐿𝑄𝑖)]𝐶𝑖𝑗𝑓𝑗,

𝑓𝑗 :推計対象地域の最終需要額の列和
(9) 

表-1 競争移輸入型産業連関表 

需要 

供給 

中間需要 域内最終需要 移 

輸 

出 

移 

輸 

入 

生 

産 

額 1 ⋯ 𝑠 1 ⋯ 𝑡 

中間 

投入 

1 𝑋11 ⋯ 𝑋1𝑠 𝐹11 ⋯ 𝐹1𝑡 𝐸1 −𝑀1 𝑋1 

⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 

𝑠 𝑋𝑠1 ⋯ 𝑋𝑠𝑠 𝐹𝑠1 ⋯ 𝐹𝑠𝑡 𝐸𝑠 −𝑀𝑠 𝑋𝑠 

粗付加価値 𝑉1 ⋯ 𝑉𝑠 

生産額 𝑋1 ⋯ 𝑋𝑠 𝐹1 ⋯ 𝐹𝑡 

 

表-2 非競争移輸入型産業連関表 

需要 

供給 

中間需要 域内最終需要 移 

輸 

出 

生 

産 

額 1 ⋯ 𝑠 1 ⋯ 𝑡 

中間 

投入 

1 𝑋11
𝑟  ⋯ 𝑋1𝑠

𝑟  𝐹11
𝑟  ⋯ 𝐹1𝑡

𝑟  𝐸1 𝑋1 

⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋮ 

𝑠 𝑋𝑠1
𝑟  ⋯ 𝑋𝑠𝑠

𝑟  𝐹𝑠1
𝑟  ⋯ 𝐹𝑠𝑡

𝑟  𝐸𝑠 𝑋𝑠 

移輸入 

1 𝑋11
𝑚 ⋯ 𝑋1𝑠

𝑚 𝐹11
𝑚 ⋯ 𝐹1𝑡

𝑚 

⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋮ ⋱ ⋮ 

𝑠 𝑋𝑠1
𝑚 ⋯ 𝑋𝑠𝑠

𝑚 𝐹𝑠1
𝑚 ⋯ 𝐹𝑠𝑡

𝑚 

粗付加価値 𝑉1 ⋯ 𝑉𝑠 

生産額 𝑋1 ⋯ 𝑋𝑠 𝐹1 ⋯ 𝐹𝑡 
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(3) 特化係数の算出方法 

LQ 法には，特化係数𝐿𝑄𝑖𝑗の算出方法が異なる様々な

手法が提案されている．なかでも最も基礎的かつ適用事

例が多いのは，SLQ（Simple LQ）法である．SLQ法にお

ける特化係数は，行部門産業𝑖別に式(10)より算出され

る． 

𝑆𝐿𝑄𝑖 =
𝑥𝑖/ ∑ 𝑥𝑖𝑖

𝑋𝑖/ ∑ 𝑋𝑖𝑖

(10) 

これまで，SLQ法について様々な問題点が指摘されて

いる．以下では，SLQ法の主な問題点を 2つ挙げ，それ

らを解決するために提案された代替手法を紹介する． 

a) 問題点①：地域間交易の収支の不整合 

SLQ法の第 1の問題点は，基準地域を構成する全小地

域の純移輸出の合計値が基準地域の純移輸出と一致しな

い 12)，すなわち地域間交易の収支がゼロとならない点で

ある．藤本 13)は，こうした問題を解決する LQ法として，

DSLQ（Demand and Supply based LQ）法を提案した．

DSLQ 法における特化係数は，投入部門𝑖別に式(11)よ

り算出される．DSLQ 法は日本で一般的な競争移輸入型

表を前提とした手法であり，CB（Commodity Balance）法

の一種であるといえる（付録を参照）． 

𝐷𝑆𝐿𝑄𝑖 =
𝑥𝑖/𝑑𝑖

𝑋𝑖/𝐷𝑖

,

𝑑𝑖:推計対象地域の域内需要

𝐷𝑖:基準地域の域内需要

(11) 

b) 問題点②：移輸入の過小評価 

SLQ法の第 2の問題点は，交差輸送（Cross-hauling）を

考慮しないため，移輸入が過小評価される点である 14)．

式(1)より明らかなように，移輸入の過小評価は，経済

波及効果の過大評価を引き起こす．そのため，この問題

への対処は特に重要であるといえる． 

移輸入の過小評価を緩和する LQ 法として，CILQ

（Cross-Industry LQ）法，RLQ（Round’s semi-logarithmic LQ）

法および FLQ（Flegg’s LQ）が提案された 14)．CILQ法，

RLQ 法および FLQ 法の特化係数は，それぞれ式(12)，

式(9)および式(14)より算出される 11), 14)．FLQ 法では，

パラメータ𝛿により，地域の規模が小さいほど移輸入係

数が増加するという傾向の強さが表されている． 

𝐶𝐼𝐿𝑄𝑖𝑗 = {

𝑆𝐿𝑄𝑖 , if 𝑖 = 𝑗
𝑆𝐿𝑄𝑖

𝑆𝐿𝑄𝑗

, if 𝑖 ≠ 𝑗
(12) 

𝑅𝐿𝑄𝑖𝑗 =
𝑆𝐿𝑄𝑖

log2(1 + 𝑆𝐿𝑄𝑗)
(13) 

𝐹𝐿𝑄𝑖𝑗 = [log2 (1 +
∑ 𝑥𝑖𝑖

∑ 𝑋𝑖𝑖

)]

𝛿

𝐶𝐼𝐿𝑄𝑖𝑗 ,

0 ≤ 𝛿 < 1:パラメータ

(14) 

Flegg ら 15)は，フィンランドの 20地域を対象に，FLQ

法を適用し，𝛿 = 0.25 ± 0.05で推計精度が高くなるこ

とや地域によって最適な𝛿が異なることを示した．一方

で，岡本 16)は，中国の複数の地域を対象に，FLQ法を適

用し， 0.05 ≤ 𝛿 ≤ 0.075程度という Fleggら 15)と比べて

低い𝛿で推計精度が高くなることを示した． 

 

(4) LQ法による日本表推計の課題・検証内容 

日本の産業連関表に対する LQ法の適用事例として，

土井ら 7)，朝日 8)，長谷川ら 9)および藤本 10)などが存在す

る．以下では，国内事例における 3つの課題を挙げ，そ

れぞれに対して本研究での検証内容を示す． 

a) 検証①：表形式の扱い 

すでに述べたように，LQ 法は，本来，非競争移輸入

型表への適用が想定されており，日本で一般的な競争移

輸入型表と表形式が異なる．LQ 法の国内事例では，こ

うした表形式の違いに起因して，少なくとも 3種類の移

輸入額の推計フローが採られている． 

1 つ目は，土井ら 7)で用いられている方法（以下，方

法1）である．方法1では，競争移輸入型表のままLQ法

が適用され，投入係数は，式(4)，地域間交易は，式(5)

および式(9)より算出される．方法 1 は，基準地域外か

らの移輸入額を考慮しないため，SLQ法の場合の移輸入

係数𝑚̂𝑖は，式(15)で与えられる． 

𝑚̂𝑖 = 1 − min(1, 𝑆𝐿𝑄𝑖) (15) 

2つ目は，朝日 8)で用いられている方法（以下，方法2）

であり，方法 1で推計された移輸入係数に基準表の移輸

入係数𝑀̂𝑖を付加する．そのため，方法2に基づくSLQ法

の移輸入係数𝑚̂𝑖は，式(16)となる．方法 2では，方法 1

で考慮されていなかった基準地域外からの移輸入額を考

慮できる一方で，移輸入係数が 1より大きく算出される

可能性がある． 

𝑚̂𝑖 = 1 − min(1, 𝑆𝐿𝑄𝑖) + 𝑀̂𝑖 (16) 

3 つ目は，藤本 10)で用いられている方法（以下，方法

3）であり，予め，競争移輸入型表から非競争移輸入型

表に変換する．方法 3では，中間投入額および最終需要

額に占める移輸入額の割合が移輸入係数と等しくなると

仮定することで，𝑋𝑖𝑗
𝑟 ，𝑋𝑖𝑗

𝑚，𝐹𝑖𝑗
𝑟および𝐹𝑖𝑗

𝑚が，それぞれ，

式(17)，式(18)，式(19)および式(20)より算出される． 

𝑋𝑖𝑗
𝑟 = (1 − 𝑀̂𝑖)𝑋𝑖𝑗 (17) 

𝑋𝑖𝑗
𝑚 = 𝑀̂𝑖𝑋𝑖𝑗 (18) 

𝐹𝑖𝑗
𝑟 = (1 − 𝑀̂𝑖)𝐹𝑖𝑗 (19) 

𝐹𝑖𝑗
𝑚 = 𝑀̂𝑖𝐹𝑖𝑗 (20) 

方法 3に基づく SLQ法の移輸入係数𝑚̂𝑖は，式(21)と

なる．方法 3では，方法 2と同様に基準地域外からの移

輸入額を考慮できることに加えて，移輸入係数が 1以下

になることが保証されるという利点がある． 

𝑚̂𝑖 = 1 − min(1, 𝑆𝐿𝑄𝑖) (1 − 𝑀̂𝑖) (21)  
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3 種類の移輸入額の推計フローの特徴を，表-3 にまと

める．表-3より，非競争移輸入型表への変換を行う方法

3が，最も望ましい性質を有することがわかる． 

これまで，方法 1，方法 2および方法 3の精度比較は

十分行われていない．そこで，本研究では，SLQ法を対

象に，方法 1，方法 2および方法 3の精度比較を行う． 

b) 検証②：バランス調整の有無 

LQ 法では，地域間交易による移出額を除く推計生産

額が，もともとの生産額を上回る場合，しばしば行方向

のバランス調整が行われる 11)．しかし，LQ 法の国内事

例では，こうしたバランス調整が行われていない事例が

あり，こうした事例では，移輸出額が負になる場合があ

るたとえば7)． 

推計対象地域の移輸入額𝑚𝑖は，式(22)の域内需要𝑑𝑖

を用いて，式(23)より算出される．さらに，推計対象

地域の移輸出額𝑒𝑖が，式(24)より算出される． 

𝑑𝑖 = ∑ 𝑥𝑖𝑗

𝑠

𝑗=1

+ ∑ 𝑓𝑖𝑗

𝑡

𝑗=1

(22) 

𝑚𝑖 = 𝑚̂𝑖𝑑𝑖 (23) 

𝑒𝑖 = 𝑥𝑖 − 𝑑𝑖 + 𝑚𝑖 (24) 

推計移輸出額𝑒𝑖は，基準地域外への移輸出額および地

域間交易による移出額を含む．ただし，基準地域外への

移輸出額は，基準表の移輸出係数𝐸̂𝑖より算出されるもの

とする．したがって，地域間交易による移出額が 0以上

となる条件は，式(25)となる．よって，バランス調整

された移輸入額𝑚𝑖
′および移輸入係数𝑚̂′は，式(26)およ

び式(27)より算出される． 

𝑚𝑖 ≤ 𝑑𝑖 − (1 − 𝐸̂𝑖)𝑥𝑖 (25) 

𝑚𝑖
′ = max[𝑑𝑖 − (1 − 𝐸̂𝑖)𝑥𝑖 , 𝑚𝑖] (26) 

𝑚̂′ =
𝑚𝑖

′

𝑑𝑖

(27) 

本研究では，バランス調整の有無別での精度比較，お

よびバランス調整を行わない場合における負の移輸出額

の発生状況の確認を行い，バランス調整の有効性を検証

する． 

c) 検証③：特化係数間の精度比較 

LQ法の国内事例では，SLQ法たとえば7), 8)やCILQ法たとえば

10)が用いられることが多い．一方で，FLQ 法などの適用

事例は限られており，特化係数間の精度比較は十分に行

われていない．また，FLQ 法のパラメータ𝛿の最適値を，

日本全国を対象に検討した事例はほとんどない． 

本研究では，SLQ法，DSLQ法，CILQ法，RLQ法およ

びFLQ法の5手法の精度比較を行う．また，FLQ法のパ

ラメータ𝛿の最適値を明らかにする．ただし，域内最終

需要額を算出する式(8)および式(9)の特化係数𝐿𝑄𝑖は，

行部門産業𝑖別に設定される．そのため，行部門産業𝑖・

列部門産業𝑗別に特化係数の定まるCILQ法，RLQ法およ

びFLQ法については，域内最終需要額の算出に，SLQ法

の投入係数𝑆𝐿𝑄𝑖を使用した． 

 

3. LQ法推計フローの精度検証 

(1) テストデータ 

2015年の都道府県産業連関表をテストデータとする．

ただし，データ収集時に 2015 年表が公開されていなか

った石川県，奈良県および鳥取県については，2011年表

を使用した．また，産業分類として，国の 2015 年統合

中分類（107 部門）を用いた．ただし，都道府県によっ

て産業分類が異なるため，各都道府県の公開している表

に対して，適宜，集計および按分処理を実施し，国の

2015年統合中分類と一致させた． 

 

(2) 生産額・中間投入・粗付加価値・最終需要の推計 

地域内産業連関表のノンサーベイ推計では，予め生産

額および最終需要を推計する必要がある．本研究では，

基本的に，土井ら 7)の方法に従って推計を行った．また，

今後，市区町村レベルの地域内産業連関表を作成される

ことを見据えて，使用データは市区町村別データが公開

されているデータに限定した． 

まず，生産額は，2014年経済センサス基礎調査の都道

府県・日本標準産業分類（小分類）別の従業者数データ

を用いて，基準表（国）の産業別生産額を按分した．た

だし，日本標準産業分類（小分類）は，統合中分類

（107部門）と異なるため，総務省による 2015年産業連

関表の報告書 17)に基づき対応付けを行った．また，日本

標準産業分類（小分類）と対応関係のない産業分類に関

しては，土井ら 7)と同様に，表-4 に示す按分指標を用い

て基準表（国）の産業別生産額を按分した．  

表-3 移輸入部門の推計フローの特徴 

項目 方法 1 方法 2 方法 3 

非競争移輸入型表へ変換 × × 〇 

基準表の移輸入係数考慮 × 〇 〇 

移輸入係数𝑚̂𝑖 ≤ 1の保証 〇 × 〇 

国内事例 土井ら 7) 朝日 8) 藤本 10) 

 

表-4 生産額の按分指標 
番号 産業分類 按分指標 

411 建築 2015年建築着工統計の 

都道府県別工事費予定額 
412 建設補修 2014年経済センサス基礎調査の 

都道府県別建設業就業者数 
413 公共事業 2015年都道府県決算（目的別）の 

土木費・災害復旧費の合計額 
419 その他の 

土木建設 

2014年経済センサス基礎調査の 

都道府県別建設業就業者数 
553 住宅賃貸料 

（帰属家賃） 

2015年国勢調査の 

都道府県別持ち家世帯数 
573 自家輸送 その他の産業の合計生産額 

681 事務用品 〃 
691 分類不明 〃 
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本研究では，推計対象地域である都道府県の投入係数

および付加価値率が，基準地域である国の投入係数およ

び付加価値率に等しいと仮定して，中間投入額および粗

付加価値額を算出した．また，最終需要額を表-5に示す

方法で算出した． 

 

(3) 検証結果 

a) 検証①・②：表形式の扱い・バランス調整の有無 

ここでは，方法 1，方法 2および方法 3の表形式の扱

い（検証①）・行方向のバランス調整の有無（検証②）

別に，実績移輸入係数に対する推計移輸入係数の平均絶

対誤差（以下，MAE）を算出した． 

検証①・②の結果を図-1に示す．図-1は，都道府県別

の移輸入係数のMAEを箱ひげ図で表したものである． 

図-1より，バランス調整の有無にかかわらず，方法 3

は，方法 1や方法 2よりも推計精度が高いことがわかる．

したがって，非競争移輸入型表への変換を行う方法 3が，

推計精度の向上に寄与することが確認された（検証①）． 

また，図-1より，方法 1では，バランス調整による精

度向上が確認され，方法 2および方法 3でも，バランス

調整の有無による推計精度の低下はみられなかった．さ

らに，検証①で最良の結果が得られた方法 3では，バラ

ンス調整を行わない場合，約 26.8 %の産業で移輸出額が

負になることが確認された．したがって，行方向のバラ

ンス調整によって，推計精度を低下させることなく，移

出が負となる産業の解消できることが確認された（検証

②）． 

b) 検証③：特化係数間の精度比較 

検証①および検証②の結果を踏まえて，検証③では，

非競争移輸入型表への変換およびバランス調整を行った

うえで，特化係数間の精度を比較した． 

まず，FLQ 法のパラメータ𝛿の最適値を明らかにする

ため，パラメータ𝛿を 0から 0.95まで 0.05刻みで変化さ

せて推計精度を比較した． 

検証③の結果を，図-2および図-3に示す．ここでは，

移輸入係数の MAE に加えて，ある産業の域内最終需要

の増加に伴う経済波及効果の大きさを表す産出乗数（レ

オンチェフ逆行列の列和）のMAEも算出した． 

図-2は，都道府県別に，移輸入係数および産出乗数に

関する各パラメータの MAE 順位（昇順）を示したもの

である．図-2より，移輸入係数および産出乗数のそれぞ

れの誤差順位は，同様の結果となった．さらに，パラメ

ータ𝛿の最適値は，都道府県によって異なるものの，い

ずれの都道府県でも，おおよそ 0から 0.5までの間に存

在することがわかった． 

図-3は，移輸入係数および産出乗数に関する各パラメ

ータの MAE を示したものである．ただし，赤線は全体

のMAE，箱ひげ図は都道府県別のMAEを示している．  

表-5 最終需要の算出方法 
番号 産業分類 算出方法 

711 家計外消費支出（列） 粗付加価値部門の家計外消費支出 

（行）の合計額に基準表（国）の 

最終需要購入係数を掛けて算出 

721 民間消費支出 基準表（国）の値を 2015年国勢調査の 

都道府県別人口で按分 

731 一般政府消費支出 基準表（国）の値を 2015年都道府県 

決算（性質別）の合計歳出額で按分 

732 一般政府消費支出 

（社会資本等減耗分） 

〃 

741 総固定資本形成 

（公的） 

基準表（国）の値を 2015年都道府県 

決算（性質別）の投資的経費 

（普通建設事業費，災害復旧事業費， 

失業対策事業費）で按分 

751 総固定資本形成 

（民間） 

基準表（国）の値を推計した 

産業別生産額で按分 

761 在庫純増 〃 

810 輸出計 推計した産業別生産額と 

基準表（国）の輸出係数より算出 

870 （控除）輸入計 域内需要（推計した中間投入 

および最終需要より算出）と 

基準表（国）の輸入係数より算出 

 

 

図-1 都道府県別の移輸入係数MAE 

 

 

図-2 FLQ法のパラメータ別MAE順位 

 

 

図-3 FLQ法のパラメータ別MAE 
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図-3より，移輸入係数および産出乗数のいずれにおい

ても，𝛿 = 0.25が最適となり，Flegg ら 15)と整合する結

果が得られた． 

また，Fleggら 15)は，地域によって最適な𝛿が異なるこ

とに着目し，回帰式を用いた𝛿の推定手法を提案した．

Flegg ら 15)の提案した回帰式を，式(28)に示す．しかし，

式(28)の𝑃および𝐼は調査ベースの値が用いられており，

こうしたデータの入手が困難である場合には，𝑃 = 1お

よび𝐼 = 1とおいた式(29)を用いることができる 15)． 

ln 𝛿 = −1.8379 + 0.33195 ln 𝑅 + 1.5834 ln 𝑃
−2.8812 ln 𝐼 ,

𝑅:基準地域に占める合計生産額の割合（百分率）

𝑃:基準地域の平均移輸入傾向に対する

移輸入傾向の比（調査ベース）

𝐼:基準地域の中間投入率に対する

中間投入率の比（調査ベース）

(28) 

ln 𝛿 = −1.8379 + 0.33195 ln 𝑅 (29) 

生産額割合𝑅と最適な𝛿の関係を，図-4 に示す．図-4

より，Flegg ら 15)の提案した回帰式と同様に，生産額割

合𝑅と最適な𝛿には，正の相関がみられたが，有意な結

果は得られなかった（𝑝 > 0.05）．また，𝛿 = 0.25と

推定した場合および式(29)の回帰式を用いた場合にお

ける，都道府県別の𝛿の推定誤差を，図-5 に示す．図-5

より，回帰式を用いた場合には，𝛿 = 0.25と推定した

場合と比べて，𝛿を過小評価する傾向がみられた． 

図-6に，SLQ法，DSLQ法，CILQ法，RLQ法，FLQ法

における移輸入係数および産出乗数の MAE を示す．た

だし，FLQ法では，𝛿 = 0.25とする方法（以下，FLQ法

（𝛿 = 0.25））および式(29)の回帰式を使用する方法

（以下，FLQ 法（回帰式））の，2 種類の方法で推計を

行った．図-6 より，DSLQ 法の推計精度が最も低く，

SLQ法，CILQ法および RLQ法の推計精度は，それぞれ

同程度であることがわかった．さらに，FLQ法による推

計結果は，他の手法と比べて，推計精度が高いことが確

認された．FLQ法（𝛿 = 0.25）およびFLQ法（回帰式）

の移輸入係数の推計精度は，ほぼ同等であった．一方で，

産出乗数の推計精度は，FLQ 法（𝛿 = 0.25）が FLQ 法

（回帰式）をやや上回る結果となった．したがって，

FLQ法（𝛿 = 0.25）では，他の特化係数を用いる場合と

比べて，高い推計精度が得られることが確認された． 

 

4. おわりに 

本研究では，LQ法による日本の地域内産業連関表推

計における課題を整理し，国内の産業連関表に適した

LQ法の推計フローを確立した． 

都道府県産業連関表による精度検証により，非競争移

輸入型表への変換が推計精度の向上に寄与することが確

認された．また，行方向のバランス調整によって，推計

精度を低下させることなく，移出が負となる産業を解消

できることが確認された．さらに，特化係数間の精度比

較を行い，FLQ法では，𝛿 = 0.25において，推計精度が

高くなること，SLQ法，DSLQ法，CILQ法，RLQ法およ

びFLQ法のなかで，FLQ法が最も推計精度が高いことを

確認した． 

本研究で行った，FLQ法の最適な𝛿の推定および特化

係数間の精度比較は，あくまで都道府県産業連関表によ

る精度検証によるものであり，本研究の結果が，市町村

表の作成においても有効であるかについては議論の余地

がある．そのため，市町村レベルでのLQ法の精度検証

については，今後の課題としたい．  

 

図-4 生産額割合𝑅と最適な𝛿の関係 

（青線：データに対する回帰線，赤線：𝛿 = 0.25， 

灰色線：Fleggら 15)の提案した式(29)の回帰式） 

 

 

図-5 パラメータ𝛿の設定方法と推定誤差の関係 

 

 

図-6 特化係数間の精度比較結果 
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また，本研究では，LQ法による地域間交易の推計フ

ローについて詳細に検討した一方で，LQ法に先立って

推計が行われる中間投入額および粗付加価値額の推計に

ついては，推計対象地域の投入係数が基準地域の投入係

数と等しいといった単純な仮定をおいている．しかし，

こうした仮定によって算出された粗付加価値は，地域内

総生産との整合性をもたない．そのため，名目地域内総

生産に基づく補正が提案されている18)．こうした地域内

総生産データを用いた推計精度の改善については，今後，

検討を進めたい． 

さらに，本研究では，ノンサーベイ法としてLQ法の

みを扱ったが，ノンサーベイ法には，LQ法のほかに，

CB（commodity balance）法が知られている19)．CB法は，

商品バランス（commodity balance）と呼ばれる，産業連

関表の行方向のバランス式から地域間交易を推計する手

法である．CB法は，もともと，SLQ法と同様に交差輸

送を過小評価するという課題が知られていたが，近年，

Kronenberg20)によって，交差輸送を考慮可能なCHARM

（cross-hauling adjusted regionalization method）が提案された．

CB法は，日本で一般的な競争移輸入型産業連関表の推

計に適していると指摘されているものの21)，国内の適用

事例は多くない．そのため，CHARM法をはじめとする

CB法とLQ法の推計精度の比較については，今後の課題

としたい． 

 

付録：DSLQ法について 

藤本 13)による DSLQ法が CB法の一種であることを解

説する． 

CB 法では，推計対象地域𝑟の各産業に対して，式

(30)のようなバランス式を想定する．ただし，以下の

推計フローは，すべて産業別に行われるが，簡単のため，

産業の添字を省略する． 

𝑥𝑟 − 𝑒𝑟 − 𝑢𝑟 = 𝑑𝑟 − 𝑚𝑟 − 𝑛𝑟 ,

𝑥𝑟:生産額

𝑒𝑟:基準地域外への移輸出額

𝑢𝑟:基準地域内への移出額

𝑑𝑟:域内需要

𝑚𝑟:基準地域外からの移輸入額

𝑛𝑟:基準地域内からの移入額

(30) 

ここで，基準地域外との交易における移輸出係数およ

び移輸入係数が基準地域と同等であると仮定すると，基

準地域外との移輸出入額は，それぞれ式(31)および式

(32)と表される．ここで，地域間交易における移出入

額の差は，商品バランス𝐶𝐵と呼ばれ，式(30)，式(31)

および式(32)より，式(33)で表される． 

𝑒𝑟 = 𝐸̂𝑥𝑟 (31) 

𝑚𝑟 = 𝑀̂𝑑𝑟 (32) 

𝐶𝐵 = 𝑢𝑟 − 𝑛𝑟 = (1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 − (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 (33) 

ここで，交差輸送が存在しない，すなわち，商品バラ

ンス𝐶𝐵が 0以上の場合には移出のみが生じ，0未満の場

合には移入のみが生じると仮定すれば，式(33)の商品

バランス𝐶𝐵より，基準地域内への移出額𝑢𝑟および基準

地域内からの移入額𝑛𝑟は，それぞれ，式(34)および式

(35)となる． 

𝑢𝑟 = {
0, if 𝐶𝐵 ≤ 0

(1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 − (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 , if 𝐶𝐵 > 0
(34) 

𝑛𝑟 = {
(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 − (1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 , if 𝐶𝐵 ≤ 0

0, if 𝐶𝐵 > 0
(35) 

一方で，藤本 13)が提案した DSLQ 法では，式(11)の

𝐷𝑆𝐿𝑄による，式(36)のバランス式が用いられる．その

ため，式(33)の商品バランス𝐶𝐵は，式(37)と表される． 

(1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 = 𝐷𝑆𝐿𝑄(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 (36) 

𝐶𝐵 = 𝑢𝑟 − 𝑛𝑟 = (𝐷𝑆𝐿𝑄 − 1)(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 (37) 

DSLQ 法における移輸出入額（基準地域内外の交易を

いずれも含む）は，それぞれ，式(38)および式(39)で

算出される 13)． 

𝑒𝑟 + 𝑢𝑟 = 𝑥𝑟 − min(1, 𝐷𝑆𝐿𝑄) (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 (38) 

𝑚𝑟 + 𝑛𝑟 = 𝑑𝑟 − min(1, 𝐷𝑆𝐿𝑄) (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 (39) 

よって，DSLQ 法における基準地域内への移出額𝑢𝑟お

よび基準地域内からの移入額𝑛𝑟は，式(36)，式(37)，

式(38)および式(39)より，それぞれ，式(40)および式

(41)と表される． 

𝑢𝑟 = (1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 − min(1, 𝐷𝑆𝐿𝑄) (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟

= {
(1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 − 𝐷𝑆𝐿𝑄(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 , if 𝐷𝑆𝐿𝑄 ≤ 1

(1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 − (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 , if 𝐷𝑆𝐿𝑄 > 1

= {
0, if 𝐶𝐵 ≤ 0

(1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 − (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 , if 𝐶𝐵 > 0

(40) 

𝑛𝑟 = (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 − min(1, 𝐷𝑆𝐿𝑄) (1 − 𝑀̂)𝑑𝑟

= {
(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 − 𝐷𝑆𝐿𝑄(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 , if 𝐷𝑆𝐿𝑄 ≤ 1

0, if 𝐷𝑆𝐿𝑄 > 1

= {
(1 − 𝑀̂)𝑑𝑟 − (1 − 𝐸̂)𝑥𝑟 , if 𝐶𝐵 ≤ 0

0, if 𝐶𝐵 > 0

(41)

 

式(40)および式(41)で算出されるDSLQ法の地域間交

易は，式(34)および式(35)で算出される交差輸送の存

在しないCB法の地域間交易と一致する．したがって，

DSLQ法は，CB法の一種であることがわかる． 
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Estimation flow using the LQ method suitable for 

estimating regional input-output tables for Japan 

 

Mizuki UCHIDA, Tatsuya SUGIMONO, Shuji TAKAMORI 

 
The purpose of this study is to establish an estimation flow using the location quotient (LQ) method 

suitable for estimating regional input-output tables for Japan. Input-output tables are important data for 

understanding regional economic circulations, but few municipalities have created their own input-output 

tables. The LQ method is known as a representative method for estimating regional input-output tables, but 

there are various types of estimation flows in the LQ method, and the accuracy of each method has not been 

sufficiently verified. In addition, although various methods have been proposed for calculating the location 

quotients, the accuracy of these methods has not been sufficiently compared. Using the input-output table 

for prefectures in Japan as test data, this study demonstrates the effectiveness of converting to non-compet-

itive import tables and the balancing adjustment. Furthermore, we confirmed that the FLQ method has the 

highest estimation accuracy among the SLQ, DSLQ, CILQ, RLQ, and FLQ methods. 
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